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第１　はじめに　
　　　今日、大都会の大手有名会社だけでなく、地方の中堅会社も、中国や台湾、韓国のみならず東南アジア諸国をはじめ、世界中に進出し、広く経済活動をする時代ですが、日本人社員が、外国でその国の地方公務員に賄賂を渡したとして、警察に逮捕されるということが発生しています。
　　　日刊紙によれば、「トヨタ自動車系の自動車マフラー最大手のフタバ産業株式会社の元専務が、中国の現地法人の社長であったとき、中国で、現地法人に便宜を図ってもらおうと、中国の地方政府幹部に賄賂を渡した」として、本年９月１１日、愛知県警に不正競争防止法違反の嫌疑で逮捕されたとのことです。
　　　播州地方においても、世界進出企業は決して少なくない筈ですし、企業のコンプライアンスが声高に叫ばれる時代であることを考えると、企業にとっても、社員にとっても、決して他人事で済ますことの出来ることではありませんので、ご注意頂きたく、上記不正競争防止法に定める外国公務員への贈賄罪についてコメントさせて頂きます。

第２　不正競争防止法１８条

　１　ご承知のとおり、公務員がその職務に関し賄賂を収受した場合には、その公務員は収賄罪となり５年以下の懲役に処せられ（刑法１９７条１項）､他方その公務員に賄賂を供与した者は贈賄罪となって３年以下の懲役又は２５０万円以下の罰金に処せられます（同法１９８条）。これらの贈収賄罪は、我が国の公務員の職務の公正とこれに対する国民の信頼を保護するための法規です。

　　　それに対し、国際商取引における公正な競争を確保することを目的として、不正競争防止法１８条、２１条２項７号は、外国公務員に対する贈賄行為を処罰するものとしています。即ち、「何人も、外国公務員等に対し、国際的な商取引に関して営業上不正の利益を得るために、その外国公務員等に、その職務に関する行為をさせ若しくはさせないことを目的として、金銭その他の利益を供与し、又はその申込若しくは約束をしてはならず、これに違反した者は、５年以下の懲役若しくは５００万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。」こととなっています。
　２　上記「外国公務員等」とは、外国の政府職員だけでなく、外国の地方公共団体の職員や、政府出資過半数の事業者の職員や国家等の公的機関によって構成されている国際機関の職員等を言い、また「金銭その他の利益」とは、金銭やこれに準ずるような経済的利益のみならず、およそ人の需要や欲望を充足させ得る全てのものを言い、酒食の接待、性的欲求を満たすものも含まれます。なお、その金額や程度が社会通念上、社交儀礼の範囲内のものであれば、違法性はないものと考えられますが、微妙な問題を含みますので注意が必要です。
　　　また、「営業上不正の利益」とは、経済収支上の計算に基づいて行われる事業一般について、公序良俗や信義則に反する事業活動に資する有形無形の価値を言い、その職務権限の裁量権でうまく取り計らってもらったり、監視監督の目をつむってもらったりして事業上得られた利益は、それに該当します。ただ、条約上、通関、入国、滞在ビザの発給・延長申請等の迅速化、上下水道や電話等の社会インフラの利用の円滑化のみのための少額の支払については、これを適法行為とする国も見受けられることから、かかる円滑化の恩恵を受けること自体は不正の利益とはされないものとされています。
　３　適用範囲

　　　上記外国公務員等への贈賄は、日本国内において行われた場合だけでなく、日本国民が外国で上記行為を行った場合も、処罰対象となりますので、注意が必要です。これを、日本国民の国外犯処罰規定と言いますが、不正競争防止法２１条６項で、刑法３条の例に従うものとされています。

　　　その他、自ら外国公務員等に贈賄した者のみならず、共同謀議に参加した者（共同正犯）、利益供与等を行うことを指示したり（教唆犯）、行為者に有形無形の援助をした者（幇助犯）も共犯として処罰されます（刑法８条、６０条ないし６２条）。

　　　更に、実行行為者を罰するのみならず、その法人に対しても３億円以下の罰金刑が科されることになっています（不正競争防止法２２条）。これを両罰規定と言います。

第３　フタバ産業の事案の顛末
　　　「フタバ産業の元専務で現地法人の社長であった者が、中国広東省東莞市にある同社現地法人の工場が、中国税関から工場の設備等に関して必要な税制上の手続きを取らなかったとする違法行為を指摘された際、多額の罰金や操業停止等の処分が下されたりしないよう便宜を図ってもらおうと、現地中国で地元の地方政府幹部に数万香港ドル（日本円にして４５万円）の現金や女性用バッグ等を渡した」との被疑事実により、愛知県警に逮捕されたのですが、他の多くの贈賄事実は５年の公訴時効（刑事訴訟法２５０条２項５号）にかかっているとして、名古屋区検は本件につき略式起訴をし、１０月３日、名古屋簡易裁判所が罰金５０万円の略式命令を下したとのことです。
　　　なお、本法は、日本での贈賄側の処罰について規定したものであって、収賄側については、当該外国公務員等の属する国の処罰法制によることとなります。
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